
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。

当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を
与えるものではありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託
は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

10月の世界株式は、軟調な米経済指標を受けた米利

下げ期待などを背景に上昇して始まったものの、米中

貿易摩擦再燃への懸念などから、投資家のリスク回避

姿勢が強まり、ハイテク株を中心に下落しました。しか

し、その後、米中対立激化への懸念が和らいだことな

どを背景に反発すると、月半ばにかけて下落幅を埋め

る展開となりました。それ以降は、米地銀の信用リスク

の高まりなどから下落する場面もあったものの、欧米

の好調な企業決算や中国での政策期待の高まり、米利

下げ期待などから月末にかけて上昇基調となりました。

なお、同月には、日米欧の主要株価指数が相次いで最

高値を更新しました。

米国では政府機関の一部閉鎖が続く

米国では、連邦政府の予算失効を受けて10月1日から

政府機関の一部閉鎖が続いており、一部行政サービス

の提供停止のほか、主要な経済指標の発表も見送られ

ています。10月下旬には、政府高官の発言により、政

府機関の一部閉鎖終了への期待感が高まったものの、

いまだ解決への具体的な見通しは立っていません。こ

うした中、トランプ大統領が政府効率化の一環として、

政府職員の解雇を積極的に進めようとしているとの

見方などもあり、一部閉鎖の状態が長期化する可能性

が指摘されています。なお、10月は、主要な経済指標

の中でもCPI（消費者物価指数）については、公的年金

支給額の算出に必要などの理由から、例外的に発表さ

れたものの、11月は同データを発表できない可能性が

あるとホワイトハウスが明らかにしています。その場合、

判断材料の少なさなどから、FRB（連邦準備制度理事

会）の今後の金融政策判断はより難しさを増すと予想

されます。

本格化している日米企業の決算発表に注目

10月中旬から日米企業の決算発表が本格化していま

す。米国では、主要企業の2025年7-9月期決算におい

て、前年同期比で9四半期連続の増益が見込まれてお

り、特にAI（人工知能）投資の増加などを背景に、ITセ

クターが好調とみられています。なお、経済指標の発

表見送りによって投資判断に用いられるデータが限ら

れていることから、決算内容への注目度がこれまで以

上に高まっています。日本では、米関税政策の不透明

感の緩和や円安の進行などを背景に、主要企業の中

間決算において、業績上方修正期待が高まっており、

特に修正期待の高い自動車セクターが注目されます。

米年末商戦では高所得者層が消費の支えに

米国では、感謝祭翌日のブラックフライデー（今年は28

日）から年末商戦が本格化します。足元では、関税政策

によるインフレ再燃懸念や労働市場の減速などを受け

て、消費者心理の落ち込みが指摘されています。しかし、

そうした中でも、株高の恩恵などを受ける高所得者層

の消費が支えとなり、今年の同商戦における消費者一

人当たりの支出額は、昨年に迫る高い水準が見込まれ

ています。米GDPの約7割を個人消費が占めていること

から、年間を通じて特に消費が盛り上がる同商戦の動

向には高い関心が集まります。

11月の金融政策、政治・経済イベント

信頼できると判断した情報をもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成 ※スケジュールは予告なしに変更される可能性があります。

11月の注目される金融政策および政治・経済イベント

●上記は過去のものおよび予定であり、将来を約束するものではありません。
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11月 予定

3日（月） ■ 米国、10月のISM製造業景況指数

5日（水）
●日本、9月18～19日開催の日銀金融政策決定会合の議事要旨
■米国、10月のADP雇用統計、ISM非製造業景況指数

6日（木） ● 英国、金融政策委員会

7日（金） ■ 米国、10月の雇用統計

10日（月）
● 日本、10月29～30日開催の日銀金融政策決定会合「主な意見」
■国連気候変動枠組条約第30回締約国会議（COP30）（～21日、ブラジル）

13日（木） ■ 米国、10月の消費者物価指数

14日（金） ■ 中国、10月の小売売上高、鉱工業生産指数、■ 米国、10月の小売売上高

19日（水） ● 米国、10月28～29日開催のFOMC議事要旨

22日（土） ■ G20（主要20ヵ国・地域）首脳会議（~23日、南アフリカ）

26日（水） ■ 米国、10月のPCE（個人消費支出）物価指数

28日（金） ■ 米国、ブラックフライデー（感謝祭翌日の金曜日、例年、大規模セールが実施される）

● 金融政策関連

■ 政治・経済関連
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